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はじめに

　大学・短期大学における学生への支援は、正課の学習支援にとどまらず、課外活動や生活面、精
神面など多面的な支援が必要とされる傾向にある。例えば、個々の学生と担当の教職員との定期的
な面談の実施や学生カルテの作成、さらに教職員間での学生に関する諸情報の共有により、一人ひ
とりの学生に対する教職員一体の支援体制の構築を図る大学も今では珍しくない。
　また、近年は、学生の就職に向けたスキルアップ支援の面から、学力だけではなく、いわゆる人
間力や社会人基礎力と呼ばれる能力に対しての客観的な評価も求められてきている。これらの能力
をできるだけ客観的に評価し、学生の入学から卒業に至るまでの学生生活における様々な活動を通
して段階的にこれらの能力を向上させることが期待されている。
　このような状況において、個々の学生の状況に応じたきめ細かい支援を行うためには、各学生の
諸情報を一元的に蓄積・管理し、必要に応じてそれら諸情報を活用できる大学情報システムの構築
が有効であると考えられるが、現実には機関によって整備状況の差は大きいと推察される。
　本稿では、全国の大学および短期大学を対象として実施したアンケート調査から得られた情報シ
ステムの利用状況と今後の課題などについて報告する。
　なお、本研究は、日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（C）（25350358）「人間力育成を
考慮した大学情報システムフレームワークの研究」の助成を受けたものである。

１　アンケート調査の概要

　近年、大学や短期大学などの高等教育機関では、単に学生の学籍や成績などに関する基本的な情
報だけではなく、一人ひとりの学生に関する様々な情報を適時に収集・蓄積して、学生支援や教育
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に活用していく方向で情報システムの構築を進めている。そのような流れの中で、各機関の情報シ
ステムは現在どのような状況になっているのか、また、今後はどのような情報システムが必要とさ
れ、それを実現するためにはどのような課題があると考えられているのかなどを知るために、全国
の大学と短期大学を対象として、アンケート調査を実施した。ここで、回答にご協力をいただいた
大学および短期大学の回答から「回答の対象とする学部・短期大学の学生数（2015年５月１日現在）」
の数値で構成割合をみると、図表１の通りであった。

２　情報システムにおける情報共有の状況

　大学および短期大学の情報システムにおいて、更新、検索、閲覧など共有を行っている情報項目
を聞いたところ、図表２の結果が得られた。
　「学籍番号、氏名、住所、連絡先などの基本情報」（大学：91.1%、短期大学：77.7%）と「履修科
目、成績、単位取得状況に関する情報」（大学：84.9%、短期大学：70.9%）が、これ以外の項目に
比べて著しく高い割合となっている。
　大学に関しては、共有している割合が次に高い情報項目として「入学試験の成績や評価」（大学：
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44.3%、短期大学：42.7%）、「授業への出席状況」（大学：41.1%、短期大学：30.1%）、「学生募集時
など入学前における学生の諸情報」（大学：39.1%、短期大学：42.7%）などが続き、入学時点での
基本情報や入学後の授業への出席状況などを共有することで学生の動向把握や指導などに活用しよ
うという意向がうかがえる。また、この結果からもわかるように、単に学生の履修状況や単位取得
状況だけではなく、それ以外の情報についても複合的に共有利用していることがわかる。
　一方で、「人間力や社会人基礎力またはそれらに相当する能力に関する評価」（大学：4.2%、短期
大学：1.9%）については共有の割合が極めて低いことがわかった。この要因の一つとして、人間力
や社会人基礎力のような能力の定量的な評価が難しいことが考えられる。

　情報システムで共有している情報項目として、「人間力や社会人基礎力またはそれらに相当する
能力に関する評価」と答えた場合の付問として、さらに、どのような情報を共有しているのかを聞
いたところ、図表３に示すような回答があった。
　なお、「その他」として挙げられた項目の中には、「授業料納入情報（減免、納期限延長）」、「特
に共有すべきと判断される学生動向」、「障害学生情報（支援希望者）」など、個々の学生への
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３　情報システム間の連携

　大学や短期大学においては、個々の学生に関する多様な情報を収集・蓄積して活用するために、
複数の情報システムを導入して、データ連携などにより運用している場合がある。図表４は機関内
の情報システムの連携と情報の管理についての回答結果である。

面での対応を目的とした情報を共有している例もあった。

　大学、短期大学ともに、「複数のシステムが連携しているが、情報が一元管理されているとは言
えない。」（大学：30.2%、短期大学：28.2%）と「複数のシステムが連携しておらず、情報が一元管
理されていない。」（大学：19.3%、短期大学：24.3%）を合わせて、約半数で情報が一元管理されて
いないと回答している。
　一方で、「１つのシステムで、情報が一元管理されている」（大学：16.1%、短期大学：19.4%）と

「複数のシステムが連携しており、情報がほぼ一元管理されている。」（大学：24.5%、短期大学：
16.5%）を合わせて、約４割で情報が一元管理されていると答えており、一元管理の環境をすでに
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構築できている機関も少なくないことがわかった。
　「その他」の自由記述の中には、「入試情報、学務情報は別の部署が管理しており、特段の目的が
無い限り、突合せできないようになっている。」といった回答もあり、セキュリティ面から、あえ
て情報を分散して管理しているケースもあると考えられる。

４　利用している情報システムの種類

　図表５は学生に関する情報を管理するために利用している情報システムの種類を聞いた結果であ
る。
　「教務システム」（大学：97.4%、短期大学：92.2%）が最も多く、ほとんどの機関で利用されてい
る。次に「入試システム」（大学：76.0%、短期大学：68.9%）、「就職支援システム」（大学：53.1%、
短期大学：31.1%）が続くが、「就職支援システム」では大学と短期大学との間に20ポイント以上の
差がある。
　大学に関しては、「出欠管理システム」（大学：43.2%）も比較的高い割合で利用されており、多
くの大学で学生の授業への出席状況を適時に把握するための仕組みを構築していることがわかる。
　一方、「大学IRシステム」（大学：6.3%、短期大学：2.9%）については、現状ではまだ導入が進ん
でいないことがわかる。
　なお、「その他」の情報システムとしては、「図書館情報管理システム」、「財務システム（授業料
関係）」、「留学生管理システム」、「同窓会システム」、「学生ボランティアシステム」、「学生マイペー
ジ（Webシステム）」、「学習到達度自己評価アンケートシステム」などが挙げられた。
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５　情報システムの運用・保守体制

　情報システムの運用・保守をどのような体制で行っているかについて聞いたところ、図表６の結
果が得られた。
　「学内の情報システム担当部門がほとんどの作業を行っている」と答えたのは、大学20.8%、短期
大学30.1%で、短期大学が10ポイント程度高かった。また、大学・短期大学ともに「学内だけではなく、
システムごとの導入業者に外部委託している」（大学：35.4%、短期大学：32.0%）の割合が最も高く、
複数の情報システムの導入に伴って各導入業者との保守契約などが締結されていることが考えられ
るが、例えば導入業者の異なるシステム間の連携部分についてどのような協力体制を得ているのか
については、この結果だけではわからない。個別のヒアリング調査が必要と考える。
　なお、「その他」には、「学内にシステム担当部門がいないために事務職員が担当している」との
回答も数件あり、人材不足の中で日々のシステム運用や保守に苦労している機関も少なくない。

６　現在不足している情報

　各機関における情報システムにおいて現在不足していて、今後とくに必要と思われる情報につい
て聞いたところ、図表７の結果が得られた。
　必要と思われる情報の中で最も割合の高い項目は、大学では「教職員との面談履歴」（大学：
26.0%、短期大学：27.2%）、短期大学では「授業への出席状況」（大学：20.8%、短期大学：30.1%）であっ
た。個々の学生へのきめ細やかな対応を実現するためには、普段から学生の動向に関する情報をしっ
かりと押さえておく必要があるとの意向が表れているものと考えられる。
　前出の図表２の回答結果の中で、現在情報システムで共有している情報項目で割合の低かった「人
間力や社会人基礎力またはそれらに相当する能力に関する評価」についても、大学では10.9%、短期
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大学では12.6%で不足感があり、他の項目に比較して高い割合で必要性を感じていることがわかる。
　「その他」として、複数の機関から挙げられたものでは、「IRシステム」５件、「ポートフォリオ」
３件などがあり、利用環境の利便性への配慮から「新しいOS、タブレット端末、スマートフォン
への対応」や「統合認証基盤（シングルサインオン）の構築」なども挙げられていた。
　なお、大学では「とくに不足している情報はない」との回答が22.9%あり、情報システムの整備
状況に概ね満足している大学も一定数あることがわかる。

　これらの情報を必要とする理由については多くの回答が自由記述により得られており、それぞれ
の機関の学問分野や教育内容によって理由も異なることから、図表７の項目に合わせて分類整理し
ながらも、できるだけ原文に近い形で列挙したものが図表８である。
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７　情報システムの運用に関する今後の課題

　各機関における情報システムの運用に関して、今後の課題を聞いたところ、図表９の結果が得ら
れた。大学、短期大学ともに、「セキュリティ対策」（大学51.0%、短期大学：41.7%）、「管理者など
の人材不足」（大学：45.8%、短期大学：47.6%）で割合が高く、約半数の機関が課題であると認識
している。また、それらに対して20ポイント近く割合は低いが、「維持管理コストの増大」（大学：



129

長岡大学　地域連携研究センター年報　第３号（2016年11月）

26.6%、短期大学：26.2%）、「大学IRなどへの戦略的な活用」（大学：26.0%、短期大学：14.6%）、「情
報システム間の連携や情報の一元管理」（大学：24.0%、短期大学：27.2%）、「教職員の意識改革」（大学：
22.4%、短期大学：24.3%）などが次に続く。一方で、「とくに課題はない」と答えたのは大学で2.1%、
短期大学で1.9%しかなく、ほとんどの機関において、何らかの課題を認識していることがわかる。
　「その他」としては、「情報システム部等の専門部署の設置」、「教職員が利用する情報と学生が利
用する情報の切り分け」、「情報を集積する仕組みの構築」、「これまで蓄積したデータに対する今後
の取扱い」などの回答があった。

　これらを課題とする理由については多くの回答が得られており、図表９の項目に合わせて分類整
理しながらも、できるだけ原文に近い形で列挙したものが図表10である。
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　また、今後の課題として「情報システム間の連携や情報の一元管理」と回答した場合、情報シス
テム間の連携や情報の一元管理を効果的に行うためには、どのようなことが必要であるかを付問と
して聞いたところ、図表11のような回答が得られた。
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まとめ

　全国の大学および短期大学を対象に、各機関における情報システムの利用状況と今後の課題につ
いてアンケート調査を実施したところ、結果から次のことがわかった。

·大学、短期大学の情報システムによる情報共有の状況として、単に学生の履修状況や単位取得状
況だけではなく、学生募集時点での個人の諸情報や入学試験の成績、または入学後の授業への
出席状況などの情報を複合的に共有利用することで各学生の動向把握や指導に活用している機
関が大学では４割前後ある。

·情報システムの構成としては、一つの情報システムで情報の一元管理をしている場合や、複数の
情報システムを連携させて情報の一元管理をしている場合を合わせて、概ね全体の４割程度の
機関で情報の一元管理が実現されており、逆に５割の機関では情報が一元管理されていない状
況にある。

·情報システムの運用・保守の体制は、大学・短期大学ともに、システムごとの導入業者に外部委
託している割合が高く、複数の導入業者がかかわっているケースが多いと考えられることから、
導入業者の異なるシステム間の連携が円滑に行えるような共通インターフェイスの構築には意
義がある。

·現在不足していて今後必要と思われる情報としては、「教職員との面談履歴」や「授業への出席
状況」などが比較的高い割合で挙げられており、学生へのきめ細やかな対応を実現するための
情報が必要とされている。また、「人間力や社会人基礎力またはそれらに相当する能力に関する
評価」についても、１割程度の機関で必要であると認識している。

·情報システムの運用に関しての今後の課題として、大学、短期大学ともに「セキュリティ対策」、
「管理者などの人材不足」で割合が高く、約半数の機関が課題であると認識している。
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